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(財)財務会計基準機構の許可なく複写・転載等を禁じます。 

平成 15 年 2 月 6 日 
企業会計基準委員会 

 
 
実務対応報告第８号 

「コマーシャル・ペーパーの無券面化に伴う発行者の 

会計処理及び表示についての実務上の取扱い」の公表 

 
 
公表にあたって 
 
 企業会計基準委員会（以下「当委員会」という。）では、「社債等の振替に関する法律」（「短

期社債等の振替に関する法律」（平成 13 年法律第 75 号）を一部改正、以下「社債等振替法」

という。）に基づくコマーシャル・ペーパー（以下「CP」という。）の無券面化（ペーパー

レス化）に関し、その実際の導入に際して質問が多い発行者の会計処理及び表示について

の実務上の取扱いを検討してまいりましたが、平成 15 年 2 月 4 日の第 26 回企業会計基準

委員会において、標記の実務対応報告（以下「本実務対応報告」という。）を承認しました

ので、公表いたします。 

 

 本実務対応報告につきましては、平成 15 年 1 月 15 日に公開草案を公表し、広くコメン

ト募集を行った後、当委員会において寄せられたコメントを検討し、公開草案の修正を行

ったうえで、公表するに至ったものです。 
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本実務対応報告の概要 
 
■ 取引の概要 

¾ 従来、法律上、約束手形とされていた CP（以下「手形 CP」という。）が、社債等

振替法では短期社債（以下「電子 CP」という。）とされている。 

¾ しかしながら、電子 CP は、主に決済方法の利便性や安全性の向上を目的として導

入されたものであり、従来の手形 CP と同一の商品性を保つよう商法における社債

の規定の一部を適用除外とするなど、その経済的実質は、今後も並存する手形 CP

と相違はないと考えられる。 

¾ このため、電子 CP は、社債として取り扱われる法律上の位置付けに従うほか、そ

の会計処理及び表示については、経済的実質を重視して、従来の手形 CP と同様の

取扱いもできると考えられる。 

¾ なお、電子 CP の資金運用側の会計処理及び表示については、「有価証券」として、

従来の手形 CP と同様の取扱いとなると考えられる。 

 

■ 発行者の会計処理及び表示 

貸借対照表 

¾ 社債金額を貸借対照表価額とする。 

¾ 流動負債において「短期社債」又は従来の手形 CP と同様に「コマーシャル・ペー

パー」等の当該負債を示す名称を付した科目をもって掲記することとし、その金

額に重要性がない場合には、流動負債において「その他」に含めて表示すること

ができる。 

 

損益計算書 

¾ 「短期社債利息」又は従来の手形 CP と同様に「コマーシャル・ペーパー利息」等

の当該費用を示す名称を付した科目をもって掲記することとし、その金額に重要

性がない場合には、「その他」に含めて表示することができる。 

¾ 低価発行による差額は、「社債発行差金」又は従来の手形 CP と同様に「前払費用」

として計上し、発行日から償還期限までを計算期間として当該発行差額を定額法

により按分する。 

 
 

以 上 
 


